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現在、３０以上で活動している各地の「ご当地エネルギー」事業な
ど、自然エネルギー事業に関するリアルな経験や情報をご当地
エネルギー協会の会員を中心に共有することで、お互いの知識・
情報をデータベースやアーカイブとするとともに、社会に対してリ
アルをベースにした情報発信や政策提言に活用する。	
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この「共有知識ベース」は「ご当地エネルギー協会」の会員とその関係者
を主なユーザーとして、必要な情報や知識についてはそれぞれの会員の
ネットワークを通じて広く収集・調査を行う。さらに、蓄積された「共有知識
ベース」の全ての内容は「ご当地エネルギー協会」の会員とその関係者
が活用をするが、その一部を整理した上で、他の自然エネルギー事業の
関係者や自治体、さらに広く社会(国内、海外)に対して情報提供(一部有
償)や情報発信を行う。	


主なコンテンツ�
•  組織(事業主体)の立ち上げ(スタートアップ)	

•  地方自治体の役割や支援	

•  事業(プロジェクト)の設計・開発	

•  資金調達(ファイナンス)	

•  建設・運営・メンテナンス	

•  FIT制度、規制・制度関連情報	

•  発電事業：太陽光、風力、小水力、地熱、バイオマス	

•  熱供給事業	
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コンテンツ	
 構築方法	


基本情報	
 会員用のWebシステム構築し、会員の基本的な情報を整理する。	

Q&A形式	
 会員相互で質問(Q)と答え(A)が蓄積できるシステムを構築し、

FAQを作成	

アンケート調査	
 共有すべきコンテンツに関して会員および関係者へのアンケート

調査	


参考資料・レポート収集	
 公開あるいは非公開の参考資料(テンプレートなど)、レポートや報
告書を収集し、整理	


個別調査	
 コストや事業計画など個別のテーマに関する調査を行い、レポー
トを作成	


その他	
 統計情報、政策情報、報道情報など	


2014年度は、基本的な「知識共有ベース」構築を段階的に行い、2015年
度の本格稼働を目指す。�
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•  基本情報�

•  ⾃自然エネルギー事業Q&Aコーナー�

•  アンケート調査結果�

アクセスマップ�

SNS 　Facebook �

個別調査結果�
•  協議会の設⽴立立および運営�
•  事業主体の設⽴立立および運営�
•  事業計画�
•  コストデータ�
•  資⾦金金調達�

「ご当地エネルギー」共有知識識ベース�

自然エネルギー	


政策・統計情報�

参考情報 
リンク集 
レポート集 
参考資料 
テンプレート 
その他	


新着情報�
•  トピックス1	


•  ニュースリリース1	


•  トピックス2	


•  ニュースリリース2	



バナー1	


バナー2	


バナー3	


バナー4	


バナー5	


バナー6	


バナー7	


バナー8	


バナー9	


自然エネルギー事業 
Q&Aコーナー	


質問分野：太陽光発電事業	


質問内容�

回答�

類似の質問	


•  太陽光発電事業1	


•  太陽光発電事業2	


•  太陽光発電事業3	



全国ご当地エネルギー協会	
 お問い合わせ�ログイン�
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ご当地エネルギー協会の会員および関係者へのアンケート調査を	


以下の様な項目ごとに段階的に実施し、調査結果を整理・分析した上
で共有する(一部を外部へ情報発信)。必要に応じて、個別調査やレ
ポートの作成などを行う。�

アンケートの項目(案) �
•  団体基礎情報：協議会、事業主体など 
•  組織(事業主体)の立ち上げ(スタートアップ)：経緯、マイルストーン	

•  地方自治体の役割や支援：組織、審議会、関連条例など	

•  事業(プロジェクト)の設計・開発：事業開発の経緯、事業計画	

•  資金調達(ファイナンス)：主な資金調達先、調達スキームなど	

•  建設・運営・メンテナンス：委託先、委託内容、契約内容など	

•  FIT制度、規制・制度関連情報：土地利用、連系協議、設備認定など	

•  発電事業：太陽光、風力、小水力、地熱、バイオマスの特記事項	

•  熱供給事業：熱供給先、熱供給の特記事項 
•  その他：共有すべきノウハウなど	


項目毎に	


段階的に	


実施�


